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「笑顔輝く ゆめタウン なめがた」を目指して 特
集 
平
成
22
年
度
当
初
予
算

　

平
成
22
年
度
行
方
市
当
初
予

算
が
行
方
市
議
会
平
成
22
年
第

１
回
定
例
会
で
原
案
ど
お
り
可

決
さ
れ
ま
し
た
。

　

行
方
市
の
会
計
は
一
般
会
計
、

特
別
会
計
、
公
営
企
業
会
計
に

分
け
ら
れ
、
お
の
お
の
の
予
算

額
を
前
年
度
の
そ
れ
と
比
べ
て

み
る
と
、
一
般
会
計
は
４
億
８
，

８
０
０
万
円
（
３
．
４
％
）、
特

別
会
計
は
１
億
２
，
８
０
０
万

円
（
１
．
４
％
）
の
増
額
、

公
営
企
業
会
計
は
５
億
５
，

２
０
０
万
円
（
34
．
０
％
）
の

減
額
と
な
り
ま
し
た
。

　

平
成
20
年
度
決
算
に
お
け
る

行
方
市
の
主
要
財
政
指
標
を
み

る
と
、
経
常
収
支
比
率
が
92
．

６
％(

前
年
度
94
．
８
％)

、
実

質
公
債
費
比
率
は
16
．
３
％（
同

17
．
６
％
）
と
や
や
改
善
傾
向

に
は
あ
る
も
の
の
、
依
然
と
し

て
非
常
に
厳
し
い
数
値
と
な
っ

て
い
ま
す
。
一
方
、
一
般
会
計

基
金
に
つ
い
て
は
、
学
校
再
編

等
の
将
来
負
担
を
見
据
え
、
そ

の
残
高
は
20
年
度
決
算
に
お
い

て
約
27
億
４
百
万
円
（
前
年
度

18
億
２
，
６
７
４
万
円
）
か
ら

21
年
度
決
算
見
込
額
で
は
約

36
億
６
，
４
０
０
万
円
と
し
て

い
る
と
こ
ろ
で
す
。

   

今
後
の
歳
入
見
込
に
つ
い
て

は
、
現
下
の
経
済
情
勢
を
反
映

し
、
法
人
市
民
税
、
個
人
市
民

税
の
減
少
が
見
込
ま
れ
、
地
方

交
付
税
や
臨
時
財
政
対
策
債
に

依
存
す
る
割
合
が
高
い
状
況
に

変
わ
り
は
な
い
と
思
わ
れ
ま
す
。

　

国
や
県
か
ら
の
補
助
金
等
に

つ
い
て
も
相
対
的
に
減
少
傾
向

に
あ
る
こ
と
か
ら
、
な
お
一
層

の
財
源
確
保
を
図
っ
て
い
か
な

け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
一
方
、

少
子
高
齢
化
対
策
等
の
扶
助
費
、

広
域
事
業
へ
の
負
担
金
や
固
定

経
費
の
増
加
に
よ
り
、
政
策
的
・

投
資
的
経
費
へ
充
当
で
き
る
一

般
財
源
が
、
限
ら
れ
た
も
の
に

な
ら
ざ
る
を
得
な
い
状
況
に
あ

り
ま
す
。

   

平
成
22
年
度
の
予
算
編
成
に

あ
た
っ
て
は
、
行
政
改
革
大
綱

及
び
集
中
改
革
プ
ラ
ン
の
双
方

を
基
軸
に
、
市
総
合
計
画
に
基

づ
く
実
施
計
画
や
新
た
に
重
点

事
業
と
し
て
位
置
付
け
し
た「
活

力
プ
ラ
ン
」
の
事
業
に
優
先
的

に
予
算
配
分
を
し
、「
事
業
の
ス

ク
ラ
ッ
プ
＆
ビ
ル
ド
」、「
事
業

の
選
択
と
集
中
」
の
考
え
方
の

も
と
、「
箱
物
重
視
」
で
は
な
く

「
市
民
生
活
重
視
」
の
予
算
編
成

を
目
指
し
ま
し
た
。

まちづくりの柱
    行財政改革　　　　　保健・医療・福祉の充実
    教育文化の充実　　　産業の振興
    生活環境の整備　　　連携・交流の促進

       会計別予算額の内訳

	 予算合計　　251 億 4,690 万円

区 分 予 算 額 前 年 度 比

一　般　会　計 　  　　　146 億 9,800 万円 　　　　3.4％

国民健康保険特別会計                    49 億 5,840 万円               -1.1%

老人保健特別会計 　　　     　　　  1,500 万円              12.8%

介護保険特別会計 　               27 億 9,700 万円              12.2%

後期高齢者医療特別会計                      3 億 1,920 万円                0.0%

農業集落排水事業特別会計                      3 億 3,990 万円             -52.3%

特環公共下水道事業特別会計                      5 億 7,170 万円              80.6%

流域関連公共下水道事業特別会計                      3 億 7,820 万円               -2.0%

水道事業会計                    10 億 6,950 万円             -34.0%
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基
本
構
想
・
基
本
計
画
策
定
業
務
を
委
託
し

て
い
き
ま
す
。

　

外
国
語
の
指
導
助
手
招
致
事
業
で
は
、
21

年
度
か
ら
新
た
に
小
学
５
～
６
年
生
を
対
象

に
、
２
人
の
講
師
が
各
小
学
校
を
巡
回
し
な

が
ら
英
語
教
育
を
進
め
て
い
ま
す
が
、
本
年

度
に
つ
き
ま
し
て
も
引
き
続
い
て
実
施
し
て
い

き
ま
す
。

　

図
書
館
運
営
費
に
つ
き
ま
し
て
は
、
本
年

度
が
国
際
読
書
年
で
あ
る
こ
と
等
を
踏
ま
え
、

小
学
校
等
と
相
互
協
力
し
て
活
字
離
れ
等
を

抑
制
す
る
た
め
、
小
学
校
等
へ
の
貸
出
専
用

（
循
環
方
式
）
児
童
図
書
を
拡
充
し
て
い
き

ま
す
。

地
域
資
源
が
輝
く

　　　
活
力
に
富
ん
だ
ま
ち
づ
く
り

　

行
方
市
の
農
産
物
の
ブ
ラ
ン
ド
化
及
び
消

費
者
と
の
交
流
等
に
取
り
組
み
、
市
の
知
名

度
の
向
上
に
よ
り
、
基
幹
産
業
で
あ
る
農
業

の
発
展
及
び
地
域
の
活
性
化
を
図
り
、
農
業

所
得
の
向
上
に
繋
が
る
よ
う
施
策
を
推
進
し

て
い
き
ま
す
。

　

天
王
崎
に
つ
い
て
は
、
国
の
砂
浜
再
生
事

業
と
一
体
的
に
地
域
交
流
セ
ン
タ
ー
等
を
整

備
し
て
い
き
ま
す
が
、
本
年
度
は
同
セ
ン
タ
ー

の
設
計
、
案
内
板
作
成
等
を
実
施
し
て
い
き

ま
す
。

　

雇
用
対
策
に
つ
き
ま
し
て
は
、
国
の
補
助

金
を
活
用
し
て
、
公
道
・
公
共
施
設
の
除
草
、

公
園
・
湖
岸
河
川
の
美
化
等
（
延
１
０
０
人
）

の
短
期
雇
用
を
中
心
に
非
正
規
労
働
者
・
中

高
年
齢
者
等
の
一
時
的
雇
用
・
就
業
機
会
の

創
出
を
図
っ
て
い
き
ま
す
。

一般会計予算額　１４６億９，８００万円

や
さ
し
さ
あ
ふ
れ
る

　　健
康
福
祉
の
ま
ち
づ
く
り

　

休
日
・
夜
間
診
療
等
の
救
急
医
療
体
制
に
つ

い
て
は
、
な
め
が
た
地
域
総
合
病
院
、
鉾
田
病

院
、
小
美
玉
市
医
療
セ
ン
タ
ー
の
輪
番
制
に
よ
っ

て
支
え
ら
れ
て
い
ま
す
が
、
こ
れ
ら
を
維
持
す

る
た
め
に
関
係
市
と
と
も
に
補
助
を
行
い
ま
す
。

　

老
朽
化
し
た
保
育
施
設
（
北
浦
保
育
園
、
竜

翔
寺
保
育
園
）
に
つ
い
て
は
、
児
童
を
安
全
か

つ
健
康
的
に
保
育
し
、
様
々
な
保
育
ニ
ー
ズ
に

対
応
で
き
る
多
目
的
保
育
施
設
へ
の
改
築
及
び

大
規
模
修
繕
等
に
補
助
し
、
子
育
て
に
係
わ
る

環
境
の
改
善
を
図
り
ま
す
。

　

育
児
と
仕
事
・
介
護
の
両
立
支
援
と
し
て
の

放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
・
降
園
後
保
育
に
つ
い
て

は
、
地
域
の
格
差
解
消
の
た
め
に
、
一
カ
所
（
大

和
二
小
）
新
設
し
、
市
内
15
カ
所
に
拡
充
し
ま

す
。
ま
た
、
未
実
施
小
学
校
（
６
校
）
の
児
童

に
つ
い
て
は
、
近
隣
の
実
施
場
所
へ
タ
ク
シ
ー
に

よ
る
安
全
な
移
動
を
行
い
、
全
小
学
校
で
利
用

可
能
な
体
制
を
整
備
し
ま
す
。

豊
か
な
こ
こ
ろ
と

　　地
域
文
化
を
育
む
ま
ち
づ
く
り

　

学
校
等
適
正
配
置
実
施
計
画
に
基
づ
い
て
統

合
校
の
運
営
検
討
を
行
い
な
が
ら
、
麻
生
地
区

統
合
中
学
校
に
つ
い
て
は
本
年
度
か
ら
の
２
カ

年
度
で
校
舎
の
建
設
、
玉
造
中
学
校
に
つ
い
て

は
、
講
堂
改
築
工
事
を
21
年
度
か
ら
の
継
続
で

引
き
続
き
実
施
し
て
い
き
ま
す
。

　

ま
た
、
麻
生
西
浦
側
小
学
校
（
現
麻
生
小
）

に
つ
い
て
は
外
構
工
事
、
麻
生
北
浦
側
小
学
校

（
現
麻
生
一
中
）
で
は
体
育
館
改
築
工
事
設
計

委
託
等
、
玉
造
地
区
統
合
小
学
校
に
つ
い
て
は
、

人
と
自
然
が
共
生
す
る

　　　ゆ
と
り
と
潤
い
に
満
ち
た
ま
ち
づ
く
り

　

消
防
防
災
体
制
の
強
化
の
た
め
、
消
防
機

庫
、
詰
所
の
整
備
、
防
火
水
槽
の
整
備
等
を

行
い
ま
す
。

　

美
化
セ
ン
タ
ー
の
維
持
補
修
は
、
年
次
的

に
点
検
整
備
、
維
持
補
修
が
必
要
と
な
っ
て

い
る
と
こ
ろ
で
す
が
、
28
年
度
の
大
規
模
改

修
時
期
を
前
に
、
必
要
な
修
繕
等
を
行
っ
て

い
き
ま
す
。
そ
れ
と
と
も
に
、市
民
の
皆
様
に
、

ご
み
の
分
別
収
集
に
つ
い
て
、
一
層
の
理
解
と

協
力
を
願
え
る
よ
う
、啓
発
の
事
業
等
を
行
っ

て
い
き
ま
す
。

　

住
環
境
の
整
備
に
つ
い
て
は
、
建
設
耐
震

化
事
業
の
中
で
、
耐
震
改
修
促
進
計
画
の
も

と
、
建
築
物
の
耐
震
を
促
進
し
、
一
般
木
造

住
宅
の
耐
震
診
断
士
派
遣
事
業
を
展
開
し
て

い
き
ま
す
。

快
適
に
暮
ら
せ
る

　　　　
住
み
良
い
ま
ち
づ
く
り

　

道
路
交
通
体
系
の
整
備
に
つ
い
て
は
、
国

の
特
定
防
衛
施
設
周
辺
整
備
事
業
や
、
再
編

交
付
金
事
業
、
防
衛
施
設
周
辺
道
路
整
備
事

業
の
補
助
金
制
度
を
活
用
し
、
計
画
的
に
か

つ
積
極
的
に
関
連
す
る
生
活
道
路
等
の
整
備

を
実
施
し
て
い
き
ま
す
。

　

地
域
情
報
通
信
基
盤
に
つ
い
て
は
、
民
間

に
よ
る
投
資
が
期
待
で
き
な
い
状
況
下
に
あ

る
こ
と
か
ら
、
情
報
格
差
を
是
正
す
る
た
め
、

国
の
交
付
金
を
活
用
し
て
21
年
度
か
ら
引
き

続
い
て
整
備
を
推
進
し
て
い
き
ま
す
。

　

生
活
基
盤
で
あ
る
公
共
交
通
に
つ
い
て
は
、

21
年
度
に
お
い
て
は
循
環
バ
ス
２
台
と
デ
マ
ン

ド
型
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
バ
ス
（
乗
合
型
）
を
併
用

し
て
い
た
と
こ
ろ
で
す
が
、
22
年
度
以
降
に
つ

い
て
は
、
循
環
バ
ス
を
廃
止
し
、
デ
マ
ン
ド
型

へ
の
一
元
化
（
増
台
）
に
よ
り
一
層
の
利
便
性

を
確
保
し
て
い
き
ま
す
。

民生費

34億 5,265 万円

23.5％

総務費

26億 3,113 万円

17.9％

公債費

19億 9,338 万円

13.6％

教育費

25億 4,177 万円

17.3％

消防費
8億 1,258 万円
5.5％

衛生費
10億 4,528 万円

7.1％

土木費

12億 9,771 万円

8.8％

農林水産業費

4億 4,779 万円

3.1％

商工費

3億 1,427 万円

2.1％

議会費

1億 5,137 万円

2.1％

その他

1,007 万円

0.1％

地方交付税

54億 3,300 万円

37.0％

市　税

35億 3,306 万円

24.0％

市　債

15億 8,960 万円

10.8％

国庫支出金

12億 4,666 万円

8.5％

県支出金

10億 3,827 万円

7.1％

繰入金

2億 790万円

1.4％

諸収入
3億 9,886 万円
2.7％

地方譲与税

2億 9,000 万円

2.0％

使用料及び手数料
1億 3,655 万円
0.9％

自動車取得税交付金

6,600 万円

0.4％

ゴルフ場利用税交付金

1億 7,000 万円

1.2％ 分担金及び負担金

1億 3,541 万円

0.9％

繰越金　1億円　0.7％

地方特例交付金　3,700 万円　0.2％

その他　3,769 万円　0.3％

地方消費税交付金
2億 7,800 万円
1.9％

歳　入

146億 9,800万円

歳　出

146億 9,800万円

教育費

25億 4,177 万円

17.3％

消防費
8億 1,258 万円
5.5％

衛生費
10億 4,528 万円

7.1％

市　債

15億 8,960 万円

10.8％

県支出金

10億 3,827 万円

7.1％

主
要
な
施
策
の
概
要
を
総
合
計
画
の
体
系
に
沿
っ
て
・
・
・
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 ○合併特例債事業	 14 億 7,804 万円
　天王崎周辺整備支援事業	 5,737 万円
　　国の砂浜再生事業と一体化した天王崎周辺整備（地域交流センター設計委託料　ほか）
　合併振興基金	 5 億円
　　有利な合併特例債を活用して、将来負担に備えます。
　道路改良舗装事業	 6,750 万円
　　浜・榎本線整備、橋門・四鹿・蔵川・白浜線、玉３号線工事請負費等
　麻生小学校施設整備事業	 520 万円
　　外構工事
   麻生北浦側小学校施設整備事業	 1,788 万円
　　体育館改築工事実施設計委託料等
   玉造中学校施設整備事業	 3 億 7,486 万円
　　講堂（２１年度からの継続事業）及びテニスコート整備工事等
   麻生地区統合中学校施設整備事業	 4 億 5,524 万円
　　校舎新築工事（２３年度までの継続事業）等

 ○合併特例交付金事業	 9,412 万円
　公共サイン整備事業	 795 万円	 パソコン整備事業（小学校）　　　　　　　4,852 万円
　　市内各所の国県道等に歓迎サインの設置等		  　小学校の情報教育のための環境整備
　文化財保護費（案内板作成）	 400 万円	 パソコン整備事業（中学校）　　　　　　　1,819 万円
　　文化財（指定・無指定）案内サインの整備		  　中学校の情報教育のための環境整備

 ○防衛補助及び再編交付金事業	 2 億 7,357 万円
　特定防衛施設周辺整備事業（道路） 	 3,756 万円	 特定防衛施設周辺整備事業（防災施設）　　　858 万円
　　玉６０号線舗装工事ほか		  　消防詰所整備等
　特定防衛施設周辺整備事業（学校施設）	  3,828 万円	 道路整備事業（防衛補助）　　　　　　　　9,239 万円
　　玉造中学校テニスコート整備等		  　玉２１５３号線ほか工事請負費等
　道路整備事業（再編交付金）	 9,000 万円	 地区集会施設整備事業　　　　　　　　　　　675 万円
　　玉２１１６号線ほか工事請負費等 		  　地区集会施設の整備（希望地区　1施設225万円上限補助）

 ○起債事業	 2 億 9,130 万円
　道路改良舗装事業	 2 億 8,130 万円	 消防施設管理整備事業　　　　　　　　　　1,000 万円
 　　各地区生活道路の計画的整備 		  　天王崎消防機庫詰所整備・防火水槽撤去（小高・羽生地区） 

 ○その他事業	 2 億 2,330 万円
　新交通公共システム事業	 2,810 万円
　　交通弱者のために乗合タクシー整備（４台配置）
    建築耐震化事業	 48 万円
　　一般木造住宅への耐震診断士派遣
　産業立地推進事業	 364 万円 
　　企業誘致の推進及び工業団地内市有地の管理
　地域コミュニティ事業	 1,100 万円
　　再編交付金を活用して、地域コミュニティ事業へ助成
　保育所児童運営事業	 1 億 3,437 万円
　　老朽化した児童施設の改修等に対する補助
　ブックスタート事業	 114 万円
　　本を読む習慣を０歳児から育む

　なめがた活力プランに基づく事業（主要施策抜粋）
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市
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市
民
一
人
あ
た
り
の
予
算
額

は
ど
れ
く
ら
い
に
な
る
で
し
ょ

う
か
。

　

目
的
別
歳
出
を
も
と
に
、

平
成
22
年
度
一
般
会
計
予
算

１
４
６
億
９
，８
０
０
万
円
を
、

平
成
22
年
３
月
１
日
現
在
の
人

口
３
８
，８
１
０
人
で
割
る
と
、

１
人
あ
た
り
37
万
８
，
７
１
７

円
に
な
り
ま
す
。

　

図
か
ら
も
わ
か
り
ま
す
よ
う

に
、
高
齢
者
、
障
が
い
者
、
児

童
等
へ
の
福
祉
に
使
わ
れ
る
民

生
費
が
一
番
多
く
、
次
に
多
い

の
が
、
選
挙
や
戸
籍
、
徴
税
、

庁
舎
の
維
持
管
理
な
ど
の
事
務

的
な
経
費
に
使
わ
れ
る
総
務
費
。

以
後
、
学
校
関
連
な
ど
に
使
わ

れ
る
教
育
費
。
借
金
の
返
済
に

充
て
る
公
債
費
。
道
路
な
ど
の

管
理
・
整
備
に
使
わ
れ
る
土
木

費
と
続
い
て
い
ま
す
。

民生費
８８，９６３円

総務費
６７，７９５円

教育費
６５，４９３円

公債費
５１，３６３円

土木費
３３，４３８円

衛生費
２６，９３３円

消防費
２０，９３７円

農林水産費
１１，５３８円

商工費
８，０９８円

議会費
３，９００円

その他
２，５７８円
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